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先端 SoC 基盤技術開発（ASPLA） 

－夢見た日の丸ファウンドリ－ 

 

㈱先端 SoC 基盤技術開発（ASPLA）は、国費 315 億円を投入し半導体メーカー 

11 社が全体で 18 億 5 千万円を出資して 2002 年 7月に設立された。設立の目 

的は、NEC 相模原事業所の敷地内に 90nm ノードの 300mm ウェハ製造ラインを 

構築し、システム LSI に適した標準プロセスを開発することである。同時にデザイ 

ン・ルールの標準化、その標準プロセスによるシステム LSI の試作検証、設計資 

産を IP（intellectual property）化して、生産性の高いシステム LSI 開発プラット・ 

フォームを提供することであった。 

一般企業向けの試作シャトル・サービスを 2004 年 5月に開始し、大学共同利用の 

LSI 設計施設である大規模集積システム設計教育研究センター（VDEC）でも 2004 

年 10 月からこの試作シャトル・サービスを利用できるようになった。 

2005 年 9 月、このプロジェクトの役目が終了したとして設立からわずか 3年余りで 

会社は解散した。 

本章ではこの ASPLA の設立から解散までの経緯について述べる。 

 

 

１．設立の経緯 

㈱先端SoC基盤技術開発（ASPLA）は、システムLSI（SoC（１））開発の設計環境を整備すると

ともにシステム LSI の開発プラット・フォームを構築し、この開発プラット・フォームを公開するこ

とで半導体メーカー各社でのシステム LSI 開発を容易にすることを目的とし、国費 315 億円を

投入して 2002 年 7月に設立された。 

㈱先端 SoC基盤技術開発の略称は ASPLA (Advanced SoC Platform Corporation)であり、

以下 ASPLA（アスプラ）と称する。 

経済産業省の肝いりで 2001 年度第 2 次補正として 315 億円の予算が成立し、この 315 億

円が産業技術総合研究所を通じて ASPLA に投入された。 

この 315 億円とは別に ASPLA 設立時の資本金として(社)電子情報技術産業協会（JEITA）

半導体幹部会の構成メンバー企業 11 社（富士通、日立製作所、松下電器産業、三菱電機、

日本電気、東芝、沖電気工業、ローム、三洋電機、シャープ、ソニー）が出資した。その内訳は

富士通、日立製作所、松下電器産業、三菱電機、日本電気、東芝の 6 社がそれぞれ 1 億 5

千万円ずつ、沖電気工業、ローム、三洋電機、シャープ、ソニーの5社がそれぞれ1千万円ず

つを出資して合計 9億 5千万円となっている。2003年 3月には先の 6社がさらに各 1億 5千
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万円の増資を引き受けて資本金合計は都合 18億 5千万円となった。 

ASPLAの社長兼CEOに前東芝半導体情報技師長の川手啓一氏が就任し、従業員数は約

150 名で始まった。 

まず NEC相模原事業所の敷地内に 90nm ノードの 300mm ウェハ製造ラインを構築し、シス

テム LSI に適した標準プロセスを開発する作業から始まった。デザイン・ルールの標準化を行

い、その標準プロセスによるシステム LSI の試作検証を行うと共に、設計資産を IP（intellectual 

property）（２）化して、生産性の高いシステムLSI開発プラット・フォームを提供することがASPLA

の最大の目標であった。 

具体的には「半導体理工学研究センター（STARC）」（以下、STARC と称する）が 2001 年 8

月に既に発表済みの標準デザイン・ルールをベースに 90nm ノード製造プロセスの標準化を

行い、その標準化に対応する試作ラインを構築し一般企業にも開放することを意図していた。 

ASPLA 自身は、その設立意義を次のように説明している。 

（1） 半導体メーカー各社でバラバラだったプロセスを標準化し、それに基づいた IP の検証に

よって、ユーザーに対し生産性の高い設計環境を提供できるようになる。 

（2） 半導体メーカーにとって非競争領域であるプロセス開発を共通にすることによって、半導

体メーカー各社のムダな開発を省き、競争領域の強化に専念できるようになる。 

（3） すでに取り組んでいる「あすか」や「STARC」、将来的には「半導体MIRAI プロジェクト」の

それぞれの成果を試作・検証できるようにする。 

 

２．プロジェクトの開始 

産業技術総合研究所はASPLA と共同研究契約を締結し、経済産業省の2001年度補正予

算 315 億円を使って日本電気（以下、NEC）相模原事業所の敷地内に 90nm ノード 300mm ウ

ェハ対応の LSI 試作ライン「先端 SoC 共同研究センター」を 2003 年 3 月に竣工し、システム

LSI 設計・製造の共同研究をスタートさせた。 

といっても ASPLA の実際の仕事は STARC との共同作業に拠るところが大であり、STARC

がシステム LSI 設計のための設計環境の準備を行い、ASPLA はシステム LSI チップの試作を

行うという作業分担である。 

STARCは、2001 年 4月に発足した「あすかプロジェクト」に参加して IP やシステム LSI の標

準設計基盤技術の開発を既に開始しており、2002 年 7月の ASPLA設立と同時に共同で「AS

☆PLA（エー･エス･スター）プロジェクト」を発足した。この後、ASPLA と STARC は共同で SoC

開発のための共通基盤技術として「SoC テクノロジープラットフォーム（３）」の構築を進める。 

 

３．試作シャトル・サービスの開始 
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ASPLAは産業技術総合研究所との共同研究により 2003 年 10 月に 90nm ノードのシステム

LSI 対応のメタル 6 層銅配線による標準プロセス製造技術を完成し、メンバー企業向けの試

作シャトル・サービス（４）（通称：スターシャトル）を開始した。 

2003 年 12月にはやはりメンバー企業向けに 90nm ノードのシステム LSI 対応メタル 6層/9

層銅配線の低消費電力プロセスによる試作シャトル・サービスを開始している。 

メンバー企業向けの試作シャトル開始の発表から約 6 ヵ月後の 2004 年 5 月に、メンバー企

業に限定せず一般企業向けの試作シャトル・サービスも開始すると発表。この試作シャトル・サ

ービスで LSI の動作検証が完了した試作チップを量産化する場合、メンバー企業の工場（富

士通三重工場、NEC エレクトロニクス鶴岡工場、ルネサステクノロジひたちなか工場、東芝大

分工場）において 2005 年春以降に量産が可能となった。 

ASPLAの試作ラインを使った試作シャトル・サービスでは5mm×5mmのチップサイズを標準

とし、そのサイズにうまく収まるような 2.5mm×2.5mm と 2.5mm×5mmの 2種類の違ったサイズ

の LSI チップも相乗りさせて試作される。 

研究開発用途に向けた試作シャトル・サービスの価格は、通常の 90nm ノードの LSI 試作に

比べて格段に割安で、ゲートアレイ並みの価格で提供できるという。 

わが国の大学共同利用の LSI 設計施設として東京大学に大規模集積システム設計教育研

究センター（略称 VDEC（ブイデック）（５）、以下 VDEC と称する）がある。VDECは 1996 年 5月

に設立され、全国の大学で設計した LSI チップの試作を半導体製造メーカー等に依頼して行

ってきた。しかし、これらの試作に使用される製造プロセス技術としては最先端のものが利用で

きず、一番微細化されたデザイン・ルールでも CMOS プロセスでは日立製作所の 0.18μm プ

ロセスで、SOI 基板 CMOSでは沖電気の 0.15μmプロセスであった。 

このような状況にあって、VDEC でも ASPLA の 90nmデザイン・ルールの試作ラインが 2004

年 10 月から利用できることになった。これは VDEC を利用して LSI チップの試作をしている各

大学にとって非常に大きな助けとなった。従来、VDEC を介した試作では最先端製造プロセス

技術の利用は難しかったが、ASPLA の試作シャトル・サービスが実現できたことによって各大

学でも 90nmプロセス技術を使った LSI チップの試作を行うことが出来るようになった。 

2004 年 10 月に第１回目のシャトルが実施されて 10 件のチップが試作された。この第 1 回

目のシャトルを含めて2004年度には3度のシャトルが実施されて合計で14件のチップが試作

された。2005 年度には 2度シャトル便が実施されて 18件のチップが試作されている。 

少し先走るが 2005年 9月にASPLAが解散することになり、その後のASPLA試作シャトル・

サービスは STARC が窓口業務を引き継ぎ 2005 年 10 月より試作シャトル・サービスの運営を

開始した。試作シャトル・サービスの窓口がASPLAからSTARCへ移行された後のVDEC向け

試作シャトル・サービスの実績は 2005 年 11 月に 17 件、2006 年 2 月に 9 件、2006 年 5 月に
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8 件と 3便実施された。 

その後、VDECにおける試作シャトル便の回数は順調よく伸びて、2006年度では6回のシャ

トル便が実施され、合計 43件のチップが試作された。 

STARC の試作シャトル・サービスは試作費用が安価に据え置かれているので、利用者特に

大学関係者にとっては非常に助かるサービスであるが、一方で試作シャトル・サービスを提供

する側での経済的負担は大きい。富士通、ルネサステクノロジ、松下電器産業、NEC エレクト

ロニクス、東芝の 5 社が 1 社当たり 10 億円程度を提供して試作シャトル・サービスの経費を賄

っているといわれている(6)。 

 

４．市販の CPU コア等の動作確認 

ASPLA の当初の目標は、システム LSI 対応の 90nmデザイン・ルールの標準化とその標準

プロセスによる試作検証、設計資産の IP（intellectual property）化、一般ユーザーに対する設

計プラット・フォームの提供であった。ASPLA のデザイン・ルールを普及させるために市販の

CPU コア(7)等を ASPLA デザイン･ルールで再構築し、ASPLA の試作ラインで動作確認を行う

作業も必要になってきた。そこでCPU コアを有する何社かと共同で代表的な市販CPUコア等

の動作確認をASPLAの製造ラインで行っている。 

 

（１）ルネサステクノロジ「SH-4」の試作・動作確認 

ルネサステクノロジは RISC(8)タイプの 32 ビット CPU コア「SH-4」を ASPLA の 90nm 低消費

電力プロセスで試作し、2004年 10月に動作確認を完了したと発表(9)。ルネサステクノロジがプ

ロセスに依存しない「SH-4」のシンセサイザブル・デザインキットを提供、STARC は開発した設

計メソドロジ「STARCAD-21(10)」を使用して RTL(11)から GDSⅡ(12)へ変換しマスクデータを作成、

ASPLA が試作を行い、その試作チップの動作確認はルネサステクノロジが行った。 

 

（２）英 ARM（アーム）社の組込みプロセサ「ARM7TDMI」コアの試作・動作確認 

英 ARM 社の組込みプロセサ「ARM7TDMI」のコア検証チップを使って、ASPLA のメタル 6

層配線 90nm 標準プロセスによる ASPLA 試作シャトルで試作し、動作確認を完了したと 2005

年 1 月に発表(13)。ARM はプロセサのアーキテクチャと検証環境を、STARC は 90nm デザイン

ルール・ライブラリを提供し、NECマイクロシステム㈱がテストチップの設計を分担した。 

 

（３）東芝 32 ビット RISC プロセッサ「MeP」の試作・動作確認 

東芝は用途に応じてユーザーがカスタマイズできる 32 ビット RISC プロセッサ「MeP（メディ

ア・エンべデッド・プロセッサ）」を ASPLA の 90nm 製造ラインで試作し動作検証を完了したと
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STARC主催の「SoC設計技術フォーラム 2005」（2005 年 7月）で発表した。 

 

（４）米ミップス･テクノロジーズ「MIPS32･4Kec」コア等の論理合成検証 

ミップス・テクノロジーズは32ビットRISCプロセッサ・コア「MIPS32･4Kec」と「MIPS32･24Kec」

の論理合成がASPLAの 90nmプロセスに適用できることを検証したと 2005年 7月に発表した

(14)。この結果、ミップス・テクノロジーズからライセンスを受けた企業もASPLAのシャトル・サービ

スを用いて、これらコアを内蔵したシステム LSI の開発が可能となる。 

 

５．ASPLA の解散とその総括 

ASPLA は 3年 3 ヶ月の活動期間の後、2005 年 9 月にそのプロジェクトを終了し会社そのも

のも解散した。NEC 相模原事業所内にあった ASPLA の 300mm ウェハ用 90nm 試作ラインは

NEC（この解散時点では、分社化されてNECエレクトロニクス）に譲られた。NECは100億円の

追加投資を行って同社の R＆D ラインとして引き続きこの試作ラインを活用している。 

ASPLA が解散した後、ASPLA の試作シャトル・サービスは STARC が窓口業務を引き継い

で 2005 年 10 月より試作シャトル・サービスの運営を行っていることは既に述べた通りである。 

ASPLA が正式に解散する 2 ヶ月前、2005 年 7 月に（社）電子情報技術産業協会半導体部

会と半導体産業研究所が共同で「第二次SNCC（半導体新世紀委員会）報告、―2006年度以

降の半導体共同研究開発体制―」と称する報告書を発表した(15)。その報告書の中に「ASPLA

計画見直し」と題する項目があり、そこにはASPLAの成果を総括して述べると共にASPLAのミ

ッションは終了したと述べている。つまり、ASPLA を解散するのが良いとの判断が示されており、

この報告書に基づいて ASPLA が 2005 年 9 月に解散することになる。参考までに「ASPLA 計

画見直し」の内容を以下に示す。 
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ASPLA の成果総括 

（「第二次 SNCC（半導体新世紀委員会）報告、―2006 年度以降の半導体共同研究開発体制―」より） 

 

６．半導体各社の 90nm ノードへの取り組みはどうなっていたのか 

ASPLAに参加した半導体メーカー各社は表面的にはASPLAに協力していく姿勢を見せな

がら、各社独自で 90nm ノードの技術開発を進め、商品化も次々と行っていった。以下に富士

通、東芝、NECエレクトロニクス各社の 90nm ノード技術を使った開発の実態を紹介する。 

 

（１）富士通の 90nm ノードへの取り組み 

ASPLA発足の 2002 年 7月よりも 7 ヶ月前の 2001年 12 月、富士通は超高速処理ハイエン

ド製品向けに 90nmCMOS技術によるシステム LSI を自社の「あきる野テクノロジセンター」で世

界に先駆けて生産を開始していた。 

ASPLA がスタートする１ヶ月前の 2002 年 6 月には、富士通と東芝は ASPLA とは関係なく

90nm と 65nm世代のシステム LSI ソリューションを核とした半導体事業提携による共同開発で

合意し、2002 年度中に IP マクロの共通化や共同開発を完了すると発表した。 

2003 年 6 月、社内サーバー向けに 90nm 技術のマイクロプロセサを開発して量産出荷を開

始し、2003 年 7 月には一般向けに 90nm ノード（10 層銅配線、Low-k）技術を使ったシステム

LSI「CS101 シリーズ」（システム LSI プラット・フォーム）の設計と製造サービスの受注を開始し

た。先にも紹介したように、この「CS101シリーズ」の受注開始時期は、ASPLAが一般ユーザー

向けに試作サービスを始めると発表した 2004 年 10 月の 1年 3 ヶ月も前のことである。 

2004 年 9 月には富士通の 90nm 対応 CMOS プロセスで製造された米トランスメタ社の

「Efficeon TM8800」プロセッサ（動作クロック1.60GHz）が2004年6月にサンプル出荷されてい

る。ASPLAが一般ユーザー向けの試作サービスを開始した 2004 年 10 月の一ヶ月前である。 

2005年 4月には三重工場で富士通独自の90nm対応300mmウェハ採用の量産ラインが稼

働している。 

 

（２）東芝の 90nm ノードへの取り組み 

2002 年 12 月、東芝はソニーと共同で世界初となる 65nm 世代（ASPLA が目標とする 90nm

世代の一世代先のプロセス）のシステム LSI 向け DRAM混載CMOS技術を開発したと発表し

ている（2002 年 12 月 9日､国際会議 IEDM）。 

2003年 1月に米Toshiba が 90nmプロセスを採用したシステム LSI 用「TC300 ファミリ」を発

表した。この時点でサンプルは既に出荷済みで、量産は 2003 年第 3 四半期からである。この

「TC300 ファミリ」の受注開始時期は、ASPLA が一般ユーザー向けに試作サービスを始めると
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発表した 2004 年 10 月の 1 年 9 ヶ月も前のことである。この「TC300 ファミリ」の発表が東芝本

体からではなく米 Toshiba である点が、ASPLA の川手啓一社長（前東芝半導体情報技師長）

を送り出している東芝本体の ASPLAに対する配慮とも受け取れる。 

 

（３）NEC の 90nm ノードへの取り組み 

ASPLAの中心企業であったNECは STARC と ASPLAの設計基準に準拠した 90nmプロセ

ス「UX6」の技術を早い段階で確立し、このプロセス技術を用いた LSI 設計基盤「CB-90」の製

品化を2002年11月に発表した。ASPLAが一般ユーザー向けに試作サービスを始めると発表

した 2004年 10 月の約 2年も前のことである。2002年 12 月からライブラリの提供を始め、2003

年 3月から受注開始、2003年6月からサンプル出荷、量産は2003年第3四半期からである。 

これは ASPLA が設立されたわずか 4 ヵ月後の発表である。NEC が ASPLA スケジュールよ

りも遥かに早いタイミングで 90nm プロセス技術の開発を進めていたわけで、ASPLA の設定し

た目標レベルがいかに低いものであったかを如実に示している。 

 

７．噴出する多くの疑問点 

これまで ASPLA の設立から解散までの状況を足早に紹介してきたが、ASPLA 設立当初か

ら ASPLA に関して不明瞭な点がいろいろと取り沙汰されてきた(16)。 

そして 3 年後の 2005 年 9 月に ASPLA が解散した時点では、ASPLA が使用していた NEC

相模原事業所の敷地内にあった 300mm ウェハ用 90nm ノード試作ラインの所有権は NEC（こ

の時点では、NEC エレクトロニクス）に移転され、NEC エレクトロニクスではこの取得した試作ラ

インに 100 億円の追加投資をして自社のR＆D ラインとして利用している。 

更に付け加えると、当初からASPLAが目標として掲げた設定レベルが余りにも低すぎたこと

も疑問である。つまり目標設定レベルを低くしておき、ASPLA が早期に解散した時点で、「初

期の目標を十分に達成した」と謳い上げるための筋書きが最初からあったのではないかと思わ

れる。ASPLAが設定した目標レベルが低すぎたとする意見の代表例を 2点紹介する。 

ASPLAが設立された 2002 年 7月からちょうど一年後の 2003 年 7月、主要メンバー企業の

一社である富士通は 90nm ノード（メタル 10 層銅配線、Low-k）の SoC プラット・フォームとして

システムLSI「CS101シリーズ」の設計と製造サービスの受注受付を開始している。このプロセス

技術も同じ90nmノードであるがASPLA技術との互換性は全くなく富士通が独自に開発したも

のである。 

ASPLA技術との互換性がない点に関して富士通の経営執行役常務LSI事業本部長である

小野俊彦氏は、「彼ら（ASPLA）のスケジュールでは遅すぎる」(17)と明確に述べている。ASPLA

が 90nm ノードのシステム LSI 標準製造技術（メタル 6 層銅配線）の完成を発表したのは富士
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通「CS101 シリーズ」の受注受付開始から 3 ヵ月後の2003年 10月のことであり、しかも ASPLA

が一般ユーザー向けのサービスを発表したのは更に 1年後の 2004 年 10 月のことであった。 

もう一つの ASPLA に対する批判の例を紹介する。経済産業省の外郭シンクタンクである機

械振興協会経済研究所がまとめた2003年の報告書「半導体の創造的破壊力の開放を目指し

て」の中に、ASPLA に対する提言(18)が出ている。それによると「ASPLA は、“標準版”を超えた

派生プロセス、ライブラリ、ＩＰの整備が不十分である。マスク技術周辺を含む設計と製造の境

界部分における受け渡しオプションの整備を急がねば、存在意義が問われる」と述べられてい

る。つまり ASPLA の初期段階からその計画の甘さが指摘されていたことになる。 

 

 

８．おわりに 

2005年7月に提出された「第二次SNCC（半導体新世紀委員会）報告書」にASPLA計画見

直しが提案されたことを受けて、ASPLAは 2005年 9月に3年3ヶ月の活動期間を終えてその

プロジェクトを終了し、株式会社そのものも解散した。 

NEC相模原事業所内にあったASPLAの 300mmウェハ用 90nm試作ラインはNEC（ASPLA

解散時点では、NEC エレクトロニクス）に譲られ、NEC エレクトロニクスは 100 億円の追加投資

を行って同社の R＆D ラインとして引き続き利用している。 

ASPLA が解散した後の試作シャトル・サービスの運営は、STARC が 2005 年 10 月より引き

継いで行っている。 

本報告書では ASPLA の設立から終了までを概観してきた。ASPLA の設立時点から既に不

明瞭なものが漂っていたが、最後までその不明瞭さは付きまとっていた。しかし、終了時点で

は（社）電子情報技術産業協会半導体部会と半導体産業研究所の共同報告書「第二次

SNCC（半導体新世紀委員会）報告、―2006 年度以降の半導体共同研究開発体制―」（2005

年 7 月）で「ASPLA は予定されていた開発を成功裡に完了し、そのミッションを終えることにな

った」(19)と総括されている。 

ただし ASPLA プロジェクトのお陰で VDEC を通し全国の大学で 90nm プロセスの LSI チッ

プの試作が出来る仕組みが調った意義は大きい。この点において、我が国における半導体の

教育面でASPLA の果たした意味は大きいものがあると考えられる。 

こうしてASPLAは 2005年9月に解散したが、その後も「日の丸半導体構想」はくすぶり続け、

経済産業省の強い後押しもあって 2006 年 1 月に日立製作所と東芝、ルネサステクノロジの 3

社が 65nm世代の共同生産を行うための企画会社を設立した。資本金は約 1億円で、出資比

率は日立製作所が50.1％、東芝が33.4％、ルネサステクノロジが16.5％。社長は元NECエレ

クトロニクス副社長の橋本浩一氏。しかし、橋本氏の親会社NECエレクトロニクスはこの企画会
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社には参加しなかった。この企画会社に関して日経エレクトロニクスは『もはやこの段階では、

「引くに引けなくなった経済産業省に各社が付き合っているだけ」（関係者）という色合いが濃

かった。大方の予想通り、2006 年 6 月に企画会社は「65nm での事業化は見送るべき」との結

論を発表し、解散する』と紹介している(20)。 

この ASPLA プロジェクトのもともとの発想は、国内各社のプロセス開発を共同で行うことで開

発コストを削減し、標準化したプロセスに対応した設計環境を構築する点にあったが、どこかで

ボタンの掛け違いが生じてしまった。 

「設立の経緯」のところでも述べたように、ASPLA を設立するときの設立趣旨をみると「プロセ

ス開発が半導体メーカーにとって非競争領域である」との前提条件でこのプロジェクトがスター

トしている。もちろん十分に検討された結果であるとは思うが、本当にそうなのか。ボタンの掛け

違いの原点がここにあって、「製造プロセスは各半導体メーカーにとっての最大の競争領域」

なのではないだろうか。ここで思い出されるのが DRAM 分野に新規参入した米マイクロン・テク

ノロジー社の例である。米マイクロン・テクノロジー社は日本メーカーの半分ほどのマスク枚数

による低コスト製造プロセスで 64M ビット DRAM の製造技術を実現して、日本の半導体メーカ

ーの大部分がDRAM分野から撤退するほどの打撃を与えた(21)。 

日経ビジネスは 2006 年 11 月 27 日号(22)に、 『2002～2005 年の間に実施された半導体関

連の国家プロジェクト「先端 SoC 基盤技術開発（ASPLA）」。315 億円の国費が投じられたが、

参加したメーカーの多くは「絶対匿名」を条件に「ビジネスには直結しなかった」と本音を漏ら

す。ASPLA の参加企業は 11 社。国家プロジェクトだから、特定企業のための研究は許されず

「みんなが使える技術を目指したら、誰も使わない技術になってしまった」と関係者は笑えない

冗談を飛ばす。「お手々つないで」の典型的な失敗例と言っていい。』と、ASPLA に対する厳

し見方の記事を掲載している。 
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